






































































Les sanctions des obligations familiales, préf. Pierre Murat, Nouvelle bibliothèque de thèses, 
vol.138, Dalloz, Paris, 2014. また、カップルの関係について、Cf. Frédérique Niboyet, L’ordre 
public matrimonial, préf. Janine Revel, Bibliothèque de droit privé, t.494, LGDJ., 2008；Jean 
Garrigue, Les devoirs conjugaux：Réflextion sur la consistence du lien matrimonial, préf. 
Laurent Leveneur, Panthéon⊖Assas, Paris, 2012；etc. 親子関係について、Cf. Marie⊖Laure 
Delfosse⊖Cicile, Le lien parental, préf. François Terré, Panthéon⊖Assas, Paris, 2003；
Laurence Gareil, L’exercice de l’autorité parentale, préf. Laurent Leveneur, Bibliothèque de 
droit privé, t.413, LGDJ., 2004；Caroline Siffrein⊖Blanc, La parenté en droir civil français：
Étude critique, préf. Emmanuel Putman, PUAM., Aix⊖en⊖Provence, 2009；etc. 更に、対象（離
婚、自然父子関係の捜索、親権喪失）と視点（サンクションのフォートからの切断と客観化）
は限定的であるが、Cf. Christine Desnoyer, L’évolution de la sanction en droit de la famille, 
préf. Françoise Dekeuwer⊖Défossez, L’Harmattan, Paris, 2001.
157） フランス法に関するものであるが、本文で述べたような視点も踏まえて「家族に対す
る責任」が問題となる各事例を検討した近時のテーズとして、Pons, supra note 16；























































































167） 最判昭和 31年 2月 21日民集 10巻 2号 124頁、最判昭和 46年 7月 23日民集 25巻 5号 805
頁等。
















































































44年 8月 29日判時 580号 70頁）、父子関係が存在しないにもかかわらず虚偽の認知がなさ
れ、その後に認知の無効確認が求められたことに関連して、その対象となった子から不実




























































































180） 大判昭和18年 7月 12日民集 22巻 620頁（母の行為によって財産権が侵害されたことを
理由に子が母に対して損害賠償を請求したケースで、子による請求を認容した原審が破棄
された事案。ただし、同判決の射程については議論が存在した（中川善之助「大判昭和 18
年 7月 12日・判批」民商 19巻 4号（1944年）57頁等を参照））。また、東京地判昭和 7年
11月 24日新聞 3491号 5頁も参照（ただし、親の行為によって名誉が毀損されたことを理
由に子が謝罪広告を求めたケースで、その請求が棄却された事案である）。なお、一定の
留保付きではあるが、このような理由付けを支持するものとして、高梨公之「大判昭和 18
年 7月 12日・判批」日法 10巻 4号（1944年）47頁以下（ただし、旧説であり、その後の






















183） 表現の仕方は様々であるが、東京地判昭和 44年 7月 16日判時 561号 20頁、青森地判昭
和45年2月12日判時 587号14頁、東京高判昭和 46年1月29日高民集 24巻 1号 13頁、東京
地判昭和 46年 4月 20日判タ 265号 252頁、大阪地判昭和 46年 9月 27日判タ 271号 373頁、
























186） 表現の仕方は様々であるが、前掲・最判昭和 47年 5月 30日のほか、同判決以前のもの
として、大阪地判昭和 46年 2月 8日判タ 264号 284頁、東京地判昭和 46年 10月 12日判時
654号75頁、高松地判昭和46年10月15日交民集4巻5号 1509頁、函館地判昭和46年 12月
1日判タ 274号 201頁等、同判決以後のものとして、高松高判昭和 47年 6月 28日判タ 280
号 249頁、仙台高判昭和 47年 6月 29日判タ 280号 246頁、仙台高判昭和 47年 7月 27日判タ
286号 240頁、大阪地判昭和 47年 9月 26日判タ 285号 193頁、東京地判昭和 47年 9月 27日
判タ 288号 341頁、東京地判昭和 47年 10月 18日交民集 5巻 5号 1439頁、東京地判昭和 47
年 10月 23日判タ289号 340頁、京都地判昭和47年 11月 13日判時698号 99頁、大阪地判平


































判例と（最判昭和 51年 3月 25日民集 30巻 2号 160頁等）、㋑を基礎としているように見え



































京高判昭和 46年 1月 29日・判批」加藤一郎編『民法の判例（第 2版）』（有斐閣・1971年）
196頁、石田・前掲注（178）「最判昭和47年5月30日・判批」96頁等も参照。
194） 神戸地判平成11年 9月 8日判時 1744号 95頁は、婚姻中の暴行を理由とする損害賠償請
求との関連で、交通事故の事案とは異なり保険が付されていないことを理由に認容慰謝料
































等。また、過失相殺についての叙述であるが、金澤理「東京高判昭和 46年 1月 29日・判批」












































































204） 不貞以外の要素を含むものも含め、福岡地裁直方支判昭和 31年 2月 28日下民集 7巻 2
号 484頁、長崎家審昭和 34年 6月 18日家月 11巻 8号 128頁、東京高判昭和 50年 4月 24日
判時 800号 52頁、前掲・大阪高判平成 21年 11月 10日（原審は、前掲・大阪家判平成 21
年3月27日）等、多数の裁判例がある。
205） 問われている法律問題は様々であるが、東京地判昭和37年 3月 1日下民集 13巻 3号 327
頁、熊本地裁山鹿支判昭和 39年11月10日判時399号41頁、東京地判昭和 51年 6月 10日判









207） 大阪高判平成4年 1月 30日判タ 788号 205頁（他方の親が死亡した後の放置行為につい


























211） 静岡地裁浜松支判平成11年12月21日判時1713号92頁、福岡高判平成 28年 1月 20日判
時 2291号 68頁（調停によって具体化された後の面会交流権の侵害の可能性は認められた
ものの、結論としては不法行為の成立が否定された事案。なお、原審である熊本地判平成
27年 3月 27日判時 2260号 85頁は、不法行為の成立を肯定する）等。また、面会交流や監
護の合意の不履行が問題となったケースとして、東京高判平成22年 3月 3日家月 63巻 3号
116頁（肯定例。原審である横浜地判 21年 7月 8日家月 63巻 3号 96頁もほぼ同旨）、東京
地判平成 27年 1月 29日判時 2270号 62頁（否定例）等。更に、家族外の者によって監護権

























214） フランス法に関するものであるが、Catherine Philippe, Le devoir de secours et d’assistance 
entre époux：Essai sur l’entraide conjugale, préf. Georges Wiederkehr, Bibliothèque de droit 










































































12月 11日判時 521号 78頁）、結論的に否定したが、ある者がかつて同居していた元内縁配
偶者の連れ子との面会交流を妨げられたという事案で、不法行為の成立可能性を認めた裁

























































































































地判昭和 32年 8月 24日不法下民集昭和 32年度 607頁（婚姻予約不履行構成）、東京地判昭
和 33年 12月 25日判時 174号 23頁、東京地判昭和 39年 9月 3日判時 391号 10頁、東京地判
昭和62年3月25日判タ646号161頁、東京地判平成6年1月28日判タ873号180頁等。なお、




















242） 前掲・最判昭和 33年 4月 11日以降の裁判例は、こうした枠組を所与の前提として、当
事者の一方による損害賠償請求の可否を判断する。比較的明確にこの枠組を述べる裁判例
として、宇都宮地判昭和 31年 1月 11日不法下民集昭和 31年度 341頁、千葉地裁館山支判




244） フランス法に関するものであるが、Cf. Guy⊖Auguste Likillimba, La fidélité en droit privé, 
préf. Jacques Mestre, PUAM., Aix⊖en⊖Provence, 2003, nos240 et s., pp.160 et s.；Ruffieux, 
supra note 156, nos231 et s., pp.235 et s.；etc. これらにおいては、性関係の排他性を命ずる
ことができるのは立法のみであることが強調されている。
245） この観点からは、純粋な婚約の事例で当事者相互に貞操義務を課すことには（大阪高
判昭和53年10月5日判タ378号107頁（原審である神戸地裁尼崎支判昭和 52年 8月 31日家
月 32巻 10号 55頁は、婚約当事者間に貞操義務は存在しないと判示する）、甲府地判昭和




























249） 最判平成 16年 11月 18日判時 1881号 83頁は、パートナーシップ関係が解消されたこと
を理由に損害賠償が請求された事案で、「婚姻及びこれに準ずるものと同様の存続の保障
を求める余地がないことはもとより、上記関係の存続に関し、Y が X に対して何らかの法
的な義務を負うものと解することはできず、X が上記関係の存続に関する法的な権利ない
し利益を有するものとはいえない」と判示し、婚姻外カップルの存続保障についての二元

























































































































































260） フランス法に関するものであるが、Pons, supra note 16, nos267 et s., pp.161 et s. は、類
型Ⓒで不法行為責任を否定することは、調停的な婚姻法の証であると言う。また、この場






















































































































































































































274） これは、Pons, supra note 16および Ruffieux, supra note 156が、そのテーズ全編にわたっ
て強調している点である。
としても、そのことは、類型Ⓐや類型Ⓑの場合とは異なり、必ずしも民事責任
の目的や本質として挙げられている諸理念に反するわけではないと考えられ
る。
【付記】本稿は、科学研究費補助金・基盤研究 C「現代法における人と家族を
起点とした民事責任法理の構想」（課題番号16K03384）の研究成果の一部であ
る。本稿については、当初、前号および本号に分割して掲載することを予定し
ていたが、本号の紙幅の都合により、「家族外に対する責任」と「おわりに」
を次号に回すことにした旨を付言しておく。末尾になって恐縮であるが、北先
生には、筆者が筑波大学法科大学院に着任して以来、様々な面で多くのご指導
およびご教示をいただいた。厚く御礼申し上げるとともに、このような連載の
一部を先生の退職記念号に掲載する運びとなったことをお詫び申し上げる。
（しらいし・ともゆき　筑波大学法科大学院准教授）
論説（白石）
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